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１．海岸管理における減災対策の導入  
 

 (1) 減災機能を有する海岸保全施設の整備の推進 
  ・粘り強い堤防など海岸保全施設の減災機能を明確化、整備を推進 

    ・減災対策の一つとして、樹林を活用。 

        減災効果を十分発揮するような構造等が必要 

    ・減災の考え方に沿った新技術導入、マニュアル等の整備 
 

 (2) 沿岸域の防災・減災ための仕組みづくり 
    ・沿岸域の総合的な防災・減災対策の推進、仕組みづくり 

     関連事業･ソフト施策との事業連携、調整、合意形成等 

３．国土保全、沖ノ鳥島の保全 
 

 (１) 侵食対策 
   ・汀線・沿岸漂流砂のモニタリング、計画へ反映する仕組みづくり 
       事前修繕の観点からの砂浜の保全 
       国土の保全 
   ・総合的土砂管理、流砂系管理の一層の推進 
  
   (２)  地球温暖化 
   ・これまでの検討の具体化、戦略的実施 

  
  (３) 沖ノ鳥島の保全 
        ・２つの小島及びその周りの環礁の積極的を保全、対応の加速化 
    ・耐久性に優れた新素材を積極的に活用 

２．海岸の維持管理の充実 
 

 (１) 適切な維持管理のための仕組みづくり 
   ・適切な維持管理（事前修繕、予防保全）を確保するための仕組みづくり 
   ・環境等を考慮した海岸保全区域の柔軟な設定 
  

 (２) 海岸管理に関するデータベース（カルテ）の構築 
   ・海岸管理に関するデータベース（カルテ）の構築 
     点検結果、修繕の履歴等、一連の流れの記録が重要 
     簡単に入力でき、受け渡し出来る仕組みが重要 
     担当者が代わっても継続できる仕組みが必要 
     現地における距離標等の充実 
  

 (３) 新技術の開発・導入 
   ・従来の手法と組み合わせた新技術の開発・活用 
  

  (４) 水門・陸閘等の適切な運用の確保 
   ・水門・陸閘等の統廃合や常時閉鎖等を一層促進 
   ・施設の確実な点検、修繕、安全な操作のための仕組みづくり 
  

 (５) 市町村、民間団体等との連携強化 
   ・市町村、民間団体等の行う日常管理への情報提供、支援の充実、 
    情報共有、連携強化 
  

 (６) 国の支援・関与 
   ・海岸管理を進めるための、財政的支援、技術的支援 
   ・維持管理に不可欠な業種が事業を継続できるよう配慮 


